
1　事業の概要

①　成果目標（H28)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

－

58%

施策展開

18,542 51,934

訓練実施に必要な需用費、役務費、使用料 632 332 642

317 227 279

合計 85,286 41,535 82,680

知識・技能習得訓練コース：61人
特別支援学校早期訓練コース：13人
実践能力習得訓練コース：63人
e-ラーニングコース：6人

56,895

成果目標の達成状況

項目 H26末
H29
目標

51.2% 56% 59.4%

Ｈ28
H27末

目標 成果 達成状況

78% 50.2% 未達成71.7%

63.0% 達成

障がい者を対象に、能力や適性等に対応した多様な職業訓練を企業・社会福祉法人等に委託して実施し、障がい者の就職の促進を図る。

・障がい者の新規求職申込件数・就職件数は年々増加傾向にある。
・障がい者の法定雇用率が平成25年度から引き上げられた。（民間企業：1.8％→2.0％）
・平成30年４月から法定雇用率の算定に精神障がい者も加わるなど、障がい者雇用が進展する中で、障がい者の職業能力を開発・向上さ
せるため職業訓練の受講機会を確保する必要がある。

民間教育訓練機関等への委託 委託

85,286 82,680

合計（A) 62,585

労災保険料 補助金 委託訓練生組合への労災保険料補助

64.1%

29年度

0 0

当初予算 88,233

成果目標・
事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H28事業実績
H28 H29

事業番号 07 05 06 事業改善シート （28年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名 障がい者民間活用委託訓練事業費 担
当
課

部局 産業労働部

課・局・室 人材育成課

実施期間 H16 ～

県が関与
する理由

県でなければ実施不可（その他）
【左記の説明、根拠法令等】

・国との委託契約により都道府県が実施（職業能力開発促進法第15条の７第３項）。

総合５か年
計画

プロジェクト  １－６　職業能力の開発と安心できる雇用・就業環境づくり E-mail jinzai@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開
１　職業能力開発の推進

目指す姿

現状
（予算編成

時）

県民との協働による実施： 実施は困難

人口定着・
確かな暮ら
し実現総合
戦略

信州創生の基本方針

（当初） （決算） （当初）

障がい者委託訓練に係る支援員の配置 直接
障がい者職業訓練コーディネーター４人、コーチ４人
手話通訳者の派遣経費

27,442 22,434 29,825

訓練実施経費 直接

27年度 28年度

Aの
財源

53,339 82,680

100 100 86

82,594

0 0 0

0 0 0

53,23962,485

概　算
人件費

1.5 1.5 1.50

12,414

49,107 41,535

区　　分（単位：千円）

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施
今後、事業
をどのよう
にしていき
たいか

障がい者が、その態様に応じた多様な職業訓練を選択できるよう手話通訳者の派遣を行うなど、引き続ききめ細かな支援を継続していく。

目標に対
する成果
の状況

景気の回復基調による有効求人倍率の上昇等により、障がい者の雇用状況が向上したことで、訓練受講者が減少し、定員充足率の目標は
未達成となった。

 概算事業費（B（A）+C） 61,521 53,406 94,551

11,871 11,871

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

予
算
額

前年度繰越 0

- 6 -

(%)

定員充足率

就職率

過去３年間（Ｈ24～Ｈ26）の実績を踏まえ
　・定員充足率78％を目標とする。
　・就職率56％を目標とする。

定員充足率 就職率

Ｈ24 84.5 47.9

Ｈ25 76.7 57.1

Ｈ26 71.7 63.0

３年平均 77.6 56.0

補正予算 -25,648 -31,947 0
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